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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次

第188期

第２四半期

連結累計期間

第189期

第２四半期

連結累計期間

第188期

会計期間
自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日

自　平成29年４月１日

至　平成29年９月30日

自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日

売上高 （百万円） 50,930 45,183 101,093

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △4,022 5,664 △5,149

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）
（百万円） △4,169 △15,446 △5,124

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △4,976 △14,905 △5,270

純資産額 （百万円） 28,403 12,933 28,108

総資産額 （百万円） 117,693 129,495 129,193

１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△）
（円） △28.88 △107.01 △35.50

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 24.1 9.9 21.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △683 2,736 △2,338

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △788 12,383 △553

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △385 △4,742 1,175

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 10,576 21,772 11,713

 

回次
第188期
第２四半期
連結会計期間

第189期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △28.95 △155.58

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。なお、関係会社の異動は、以下のとおりです。

 

（鉄道車両事業）

　当社の持分法適用関連会社であった台湾車輛股份（有）は、同社が実施した増資の結果、当社の持分比率が低下し

たため、関連会社ではなくなりました。

　これにより、平成29年９月30日現在では、当社グループは、当社、親会社（東海旅客鉄道株式会社）、子会社７社

および関連会社３社で構成されることとなりました。

　また、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりであります。

 

　(13)重要事象等について

当社グループは、これまで大きな損失を発生させていた米国向け大型鉄道車両案件に関して、案件遂行の方向性に

ついて協議を行ってまいりました。その結果、当第２四半期連結会計期間末日以後、関係当事者への影響を最小限に

する方策として当社とは別の車両メーカー（以下、「代替メーカー」という。）が当該案件における車両の製造を行

うこととなりました。これに伴い、当社は当該案件の直接の受注者である住友商事株式会社及び米州住友商事会社

（以下、あわせて「住友商事グループ」という。）と交渉を進めてまいりましたが、当社およびNIPPON SHARYO

MANUFACTURING, LLC（以下、「日車MFG」という。）が、住友商事グループに対して合計328,942千米ドルを解決金と

して支払い、当該案件を住友商事グループとの間で終局的に解決することを内容とする和解契約の締結を平成29年11

月６日開催の取締役会で決定し、同日付で締結しました。この結果、当第２四半期連結累計期間において、親会社株

主に帰属する四半期純損失154億46百万円を計上しました。

これを踏まえ、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在していると認識しております

が、このような状況に対して、「３．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析(6)事業等のリスク

に記載した重要事象等を解消、改善するための対応策」に記載のとおり、当該状況を解消し、改善するための対応策

を講じていることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

なお、米国向け大型鉄道車両案件に関して、当第２四半期連結会計期間末日以後、代替メーカーが当該案件におけ

る車両の製造を行うこととなりました。これに伴い、当社は住友商事グループと交渉を進めてまいりましたが、当社

および日車MFGが、住友商事グループに対して合計328,942千米ドルを解決金として支払い、当該案件を住友商事グ

ループとの間で終局的に解決することを内容とする和解契約の締結を平成29年11月６日の取締役会で決定し、同日付

で締結しております。この結果、当第２四半期連結会計期間において、解決金の支払に伴う損失26,445百万円を特別

損失に計上しております。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

(１)業績の状況

　当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、各種政策の効果や海外景気の緩やかな回復を背景に、生産、輸出、

雇用などにおいて改善の動きが続いています。

　このような経営環境のもと、当第２四半期連結累計期間の当社グループの業績は、鉄道車両事業の売上が減少し

たことなどにより、売上高は前年同四半期比１１．３％減少の４５１億８３百万円となりました。利益面につきま

しては、米国向け大型鉄道車両案件について引当計上していた金額の戻し入れを行ったほか、建設機械事業の利益

が増加したことなどにより、営業利益は５５億６９百万円（前年同四半期は営業損失４４億３百万円）、経常利益

は５６億６４百万円（前年同四半期は経常損失４０億２２百万円）となりました。しかしながら、米国向け大型鉄

道車両案件の解決金を支払うことによる特別損失を計上したことから、親会社株主に帰属する四半期純損失は１５

４億４６百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失４１億６９百万円）となりました。

　セグメント別状況は以下のとおりであります。

①鉄道車両事業

　ＪＲ東海向けおよびＪＲ西日本向けＮ７００Ａ新幹線電車のほか、名古屋鉄道向け電車、名古屋市交通局向け電

車などの売上がありました。海外向け車両としましては、米国向け２階建て客車などの売上がありました。その結

果、鉄道車両事業の売上高は、１７８億９７百万円となり、公営・民営鉄道向け車両が減少したことなどにより、

前年同四半期比３５.６％減少となりました。

②輸送用機器・鉄構事業

　輸送用機器におきましては、キャリヤなど大型陸上車両やコンテナ貨車、ＬＰＧ民生用バルクローリが増加した

ことなどから、売上高は６４億８０百万円と前年同四半期比８.７％増加となりました。
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　鉄構におきましては、東海環状自動車道長深4橋梁、北関東自動車道太田パーキングエリアランプ橋、富士川第

一跨線橋、東海道新幹線大規模改修工事などの売上がありました。その結果、売上高は５５億１百万円と前年同四

半期比４５.６％増加となりました。

　以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は１１９億８２百万円と前年同四半期比２３.０％増加となりまし

た。

③建設機械事業

　建設機械は、国内向けは東日本大震災復興工事の本格化、東京オリンピック関連工事の需要などにより、全回転

チュービング装置や小型杭打機などが増加しました。海外向けは大型杭打機などにおいて、売上が増加しました。

　発電機は、可搬式発電機や非常用発電機が増加したことなどにより、売上が増加しました。

　以上の結果、建設機械事業の売上高は１２０億５７百万円と前年同四半期比１１.９％増加となりました。

④エンジニアリング事業

　鉄道事業者向け車両検修設備のほか、各地のＪＡ向け営農プラント、家庭紙メーカー向け製紙関連設備などの売

上がありました。

　その結果、エンジニアリング事業の売上高は、営農プラントの売上が増加したことなどから、３１億３８百万円

と前年同四半期比３７.０％増加となりました。

⑤その他

　不動産賃貸などの売上がありました。なお、当社は第１四半期連結会計期間に非事業用資産を譲渡したことか

ら、不動産賃貸に関する売上は今後減少します。
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(２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、２１７億７２百万円

（前年同四半期は１０５億７６百万円）となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は２７億３６百万円（前年同四半期は６億８３百万円の使用）となりました。こ

れは、主に前年同四半期に比べ当第２四半期連結累計期間において、国内向け鉄道車両などの売掛債権が減少し

たため資金の獲得が多いことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は１２３億８３百万円（前年同四半期は７億８８百万円の使用）となりました。

これは、主に前年同四半期に比べて当第２四半期連結累計期間において、非事業用資産などの有形固定資産の売

却に伴う資金の獲得が多いことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は４７億４２百万円（前年同四半期は３億８５百万円の使用）となりました。こ

れは、主に前年同四半期に比べて当第２四半期連結累計期間において、長期借入金を返済したため資金の使用が

多いことによるものであります。

 

(３）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について新たに発生した事項はありませ

ん。

　なお、前連結会計年度に記載した対処すべき課題のうち北米事業の大型鉄道車両案件につきましては、当第２四

半期連結累計期間において、次のように対処しております。

　当社グループは、これまで大きな損失を発生させていた米国向け大型鉄道車両案件に関して、案件遂行の方向性

について協議を行ってまいりました。その結果、当第２四半期連結会計期間末日以後、関係当事者への影響を最小

限にする方策として代替メーカーが当該案件における車両の製造を行うこととなりました。これに伴い、当社は住

友商事グループと交渉を進めてまいりましたが、当社および日車MFGが、住友商事グループに対して合計328,942千

米ドルを解決金として支払い、当該案件を住友商事グループとの間で終局的に解決することを内容とする和解契約

の締結を平成29年11月６日開催の取締役会で決定し、同日付で締結しました。この結果、今後、当該案件に関する

新たな損失は発生しない見通しとなりました。

 

(４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は６億５１百万円であります。

　また、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(５) 生産、受注及び販売の実績

①生産実績

　当第２四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

前年同四半期比（％）

鉄道車両事業（百万円） 18,400 +7.1

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 11,571 ＋4.8

建設機械事業（百万円） 11,126 ＋7.8

エンジニアリング事業（百万円） 3,533 +11.6

その他（百万円） 5 △93.1

合計（百万円） 44,638 +6.8

　   （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

   ２．金額は、販売価格によっております。

   ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

②受注状況

　当第２四半期連結累計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

鉄道車両事業 7,751 △88.7 77,899 △43.1

輸送用機器・鉄構事業 11,922 ＋18.9 25,900 ＋18.4

建設機械事業 12,468 ＋3.0 2,985 △33.0

エンジニアリング事業 3,900 +35.8 3,549 △13.4

その他 65 △81.1 12 △88.4

合計 36,108 △61.7 110,348 △34.1

　   （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

   ３．米国向け大型鉄道車両案件の製造を代替メーカーが行うこととなったため、鉄道車両事業の受注残高が

減少しています。

 

③販売実績

　当第２四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

前年同四半期比（％）

鉄道車両事業（百万円） 17,897 △35.6

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 11,982 ＋23.0

建設機械事業（百万円） 12,057 ＋11.9

エンジニアリング事業（百万円） 3,138 ＋37.0

その他（百万円） 107 △69.2

合計（百万円） 45,183 △11.3

　   （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

   ２．主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

東海旅客鉄道㈱ 7,143 14.0 9,604 21.3

　　３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(６）事業等のリスクに記載した重要事象等を解消、改善するための対応策

　当社グループは、「１．事業等のリスク」に記載した重要事象等に対処するため、以下の対応策を実施しており

ます。

　米国向け大型鉄道車両案件については、「１．事業等のリスク」に記載した通り、代替メーカーが当該案件にお

ける車両の製造を行うこととなりました。これに伴い、当社は住友商事グループと交渉を進めてまいりましたが、

当社および日車MFGが、住友商事グループに対して合計328,942千米ドルを解決金として支払い、当該案件を住友商

事グループとの間で終局的に解決することを内容とする和解契約の締結を平成29年11月６日開催の取締役会で決定

し、同日付で締結しました。この結果、今後、当該案件に関する新たな損失は発生しない見通しとなりました。

　また、主力の国内事業については、安定的に利益を計上しており、鉄道車両や橋梁は高水準の受注残がある中

で、引き続き受注獲得に努めていくとともに、好調な建設機械事業においては他事業の生産設備の活用などにより

最大限の売上の確保を図ってまいります。同時に、原価低減および経費の削減を一層推し進め、利益体質の強化を

図ってまいります。これらの施策については当社グループの総力を挙げて取り組み、業績改善に繋げてまいりま

す。

　資金面については、健全な財務バランスを保ちつつ、事業活動に必要な資金の安定的な確保および流動性の維持

に努めております。具体的には、「第４．経理の状況 １．四半期連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に

おいて記載したとおり、上記解決金の支払いに充てることを目的とした資金については、親会社（東海旅客鉄道

㈱）から借り入れることを平成29年11月６日開催の取締役会で決定しております。また、当社は親会社グループが

運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参画しております。これにより、資金調達について

は、設備投資資金および運転資金等の必要資金は内部資金を充当するほか、親会社との連携強化により当座必要と

なる資金をＣＭＳから機動的に調達できる状態としているため、資金流動性については、資金計画に基づき想定さ

れる需要に十分対応できる資金を確保しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 328,000,000

計 328,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 146,750,129 146,750,129

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 146,750,129 146,750,129 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
― 146,750 ― 11,810 ― 12,038
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（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東海旅客鉄道㈱ 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 73,522 50.10

村松　俊三 名古屋市千種区 2,338 1.59

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,022 1.37

日本車輌従業員持株会 名古屋市熱田区三本松町１番１号 1,903 1.29

三井住友信託銀行㈱

東京都中央区晴海一丁目８番11号

（常任代理人　日本トラスティ・サービス信託

銀行㈱）

1,683 1.14

日本マスタートラスト信託

銀行㈱（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,513 1.03

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱(信託口５)
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,364 0.92

日本生命保険（相） 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,296 0.88

STATE STREET BANK WEST

CLIENT - TREATY 505234

東京都港区港南二丁目15番１号

（常任代理人㈱みずほ銀行）
1,296 0.88

㈱横浜銀行

東京都中央区晴海一丁目８番12号

（常任代理人　資産管理サービス信託

銀行㈱）

1,201 0.81

計 ― 88,138 60.06

　（注）１.上記のほか、自己株式が2,396千株あります。

       ２.上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式は次のとおりであります。

  日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）　　 　 1,513千株

  日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口５） 1,364千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 2,396,000

（相互保有株式）

普通株式    20,000

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式143,544,000 143,544 ―

単元未満株式 普通株式   790,129 ― ―

発行済株式総数 146,750,129 ― ―

総株主の議決権 ― 143,544 ―

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。な

お、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式844株が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

日本車輌製造㈱

名古屋市熱田区三本

松町１番１号
2,396,000 0 2,396,000 1.63

（相互保有株式）

日泰サービス㈱

千葉県船橋市金杉

八丁目11番２号
3,000 17,000 20,000 0.01

計 ― 2,399,000 17,000 2,416,000 1.64

　（注）　日泰サービス㈱は、当社の取引先会社で構成される持株会（サービス工場持株会　名古屋市熱田区三本松町１

番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式17,000株を所有しております。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,913 10,209

受取手形及び売掛金 31,290 ※２ 22,371

商品及び製品 1,805 1,932

半製品 1,188 1,163

仕掛品 25,099 25,621

原材料及び貯蔵品 2,002 1,577

その他 1,758 12,581

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 75,054 75,453

固定資産   

有形固定資産   

土地 15,064 ※４ 14,990

その他（純額） 14,924 ※４ 14,064

有形固定資産合計 29,989 29,055

無形固定資産 782 700

投資その他の資産   

投資有価証券 18,407 19,174

退職給付に係る資産 4,082 4,212

その他 904 925

貸倒引当金 △26 △26

投資その他の資産合計 23,367 24,285

固定資産合計 54,139 54,042

資産合計 129,193 129,495

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,924 ※２ 9,980

電子記録債務 10,215 12,033

短期借入金 1,595 －

1年内返済予定の長期借入金 5,000 ※４ 371

未払金 1,863 38,170

未払法人税等 565 2,834

前受金 10,190 4,632

賞与引当金 1,602 1,523

工事損失引当金 430 132

受注損失引当金 ※３ 16,605 ※３ 8,887

その他 11,386 5,677

流動負債合計 70,379 84,243

固定負債   

長期借入金 19,173 ※４ 20,698

引当金 553 547

退職給付に係る負債 258 261

その他 10,720 10,811

固定負債合計 30,705 32,318

負債合計 101,085 116,562

 

EDINET提出書類

日本車輌製造株式会社(E02134)

四半期報告書

12/24



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,810 11,810

資本剰余金 12,046 12,046

利益剰余金 △3,158 △18,834

自己株式 △514 △515

株主資本合計 20,183 4,506

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,905 7,608

繰延ヘッジ損益 5 △2

為替換算調整勘定 △2,068 △2,115

退職給付に係る調整累計額 2,993 2,842

その他の包括利益累計額合計 7,834 8,333

非支配株主持分 90 93

純資産合計 28,108 12,933

負債純資産合計 129,193 129,495
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 50,930 45,183

売上原価 51,797 36,128

売上総利益又は売上総損失（△） △866 9,054

販売費及び一般管理費 ※１ 3,536 ※１ 3,484

営業利益又は営業損失（△） △4,403 5,569

営業外収益   

受取利息 4 16

受取配当金 138 153

持分法による投資利益 196 66

為替差益 136 －

その他 41 49

営業外収益合計 518 284

営業外費用   

支払利息 87 75

為替差損 － 15

その他 50 98

営業外費用合計 138 189

経常利益又は経常損失（△） △4,022 5,664

特別利益   

固定資産売却益 1 9,099

投資有価証券売却益 23 53

特別利益合計 24 9,153

特別損失   

固定資産除売却損 22 24

借入金繰上返済費用 － 1,076

解決金の支払に伴う損失 － ※２ 26,445

投資有価証券評価損 8 0

その他 2 34

特別損失合計 33 27,580

税金等調整前四半期純損失（△） △4,030 △12,761

法人税等 132 2,678

四半期純損失（△） △4,163 △15,440

非支配株主に帰属する四半期純利益 5 6

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △4,169 △15,446
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純損失（△） △4,163 △15,440

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △782 683

繰延ヘッジ損益 △12 0

為替換算調整勘定 143 △30

退職給付に係る調整額 △76 △150

持分法適用会社に対する持分相当額 △83 30

その他の包括利益合計 △812 534

四半期包括利益 △4,976 △14,905

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △4,981 △14,912

非支配株主に係る四半期包括利益 5 6
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △4,030 △12,761

減価償却費 1,357 1,327

減損損失 2 34

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △76 △79

工事損失引当金の増減額（△は減少） △14 △298

受注損失引当金の増減額（△は減少） 2,484 △7,384

環境対策引当金の増減額（△は減少） 24 △3

石綿健康被害補償引当金の増減額（△は減少） △21 △3

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4 3

受取利息及び受取配当金 △143 △169

支払利息 87 75

借入金繰上返済費用 － 1,076

持分法による投資損益（△は益） △196 △66

投資有価証券売却損益（△は益） △23 △53

投資有価証券評価損益（△は益） 8 0

有形固定資産除売却損益（△は益） 10 △9,082

売上債権の増減額（△は増加） 336 8,871

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,933 △346

仕入債務の増減額（△は減少） △808 896

未払金の増減額（△は減少） △269 36,421

前受金の増減額（△は減少） △5,503 △5,308

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △259 △280

その他 △929 △8,842

小計 △1,016 4,024

利息及び配当金の受取額 143 169

利息の支払額 △88 △31

借入金繰上返済費用の支払額 － △1,076

法人税等の支払額 276 △349

営業活動によるキャッシュ・フロー △683 2,736

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △0 △0

有形固定資産の取得による支出 △531 △470

有形固定資産の売却による収入 37 12,797

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 33 100

その他 △326 △42

投資活動によるキャッシュ・フロー △788 12,383

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △335 △1,595

長期借入れによる収入 － 21,256

長期借入金の返済による支出 － △24,359

配当金の支払額 △0 △0

その他 △49 △43

財務活動によるキャッシュ・フロー △385 △4,742

現金及び現金同等物に係る換算差額 △811 △317

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,670 10,058

現金及び現金同等物の期首残高 13,247 11,713

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 10,576 ※ 21,772
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

持分法適用関連会社であった台湾車輛股份㈲は、同社が実施した増資の結果、当社の持分比率が低下し関連会社で

はなくなったため、当第２四半期連結会計期間より持分法適用の範囲から除外しております。

 

（追加情報）

（和解契約の締結）

米国向け大型鉄道車両案件については、平成28年12月に当該案件を予定通り遂行することが困難になった旨を客

先に申し入れ、案件遂行の方向性について、関係当事者と協議を行ってまいりましたが、当第２四半期連結会計期

間末日以後、関係当事者への影響を最小限にする方策として代替メーカーが当該案件における車両の製造を行うこ

ととなりました。これに伴い、当社は当該案件の直接の受注者である住友商事グループと交渉を進めてまいりまし

たが、当社およびNIPPON SHARYO MANUFACTURING, LLC（以下、「日車MFG」という。）が、住友商事グループに対

して合計328,942千米ドルを解決金として支払い、本案件を住友商事グループとの間で終局的に解決することを内

容とする和解契約の締結を平成29年11月６日開催の取締役会で決定し、同日付けで締結しました。これに関する会

計処理の詳細につきましては、それぞれ（四半期連結貸借対照表関係）の注記※３、（四半期連結損益計算書関

係）の注記※２に記載のとおりであります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

当社は取引先の債務を保証しております。リース会社等の有する割賦販売未収入金、リース債権等の残価保証額

は以下のとおりであります。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

東銀リース㈱ 244百万円 東京センチュリー㈱ 223百万円

興銀リース㈱ 153 東銀リース㈱ 210

昭和リース㈱ 59 興銀リース㈱ 123

東京センチュリー㈱ 43 昭和リース㈱ 85

ＮＴＴファイナンス㈱ 7 三井住友ファイナンス＆リース㈱ 6

その他 3   

計 511 計 649

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当第２四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 －百万円 580百万円

支払手形 － 239

 

※３　受注損失引当金

前連結会計年度（平成29年３月31日）

当社グループが受注している米国向け大型鉄道車両案件については、38,660百万円の受注額に対し、当連結会計

年度末において22,776百万円の損失発生が合理的に見積もられるため、このうち12,372百万円を当該案件に係るた

な卸資産と相殺し、10,403百万円を受注損失引当金に計上しております。

なお、当該案件については、これまで大きな損失の発生に対して設計部門の専任体制強化など安定的かつ着実な

遂行に向け取り組んでおりましたが、設計の見直しに対応する中で技術的な課題に直面し、当該案件を予定通り遂

行することが困難になった旨を客先に申し入れ、今後の案件遂行の方向性について現在協議を行っております。

このため、この協議に関し現時点で決定した事実はありませんが、協議の内容次第では今後損失額が変動する可

能性があります。

 

当第２四半期連結会計期間（平成29年９月30日）

追加情報に記載した内容を踏まえ、当第２四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計上した受注損失

引当金について3,156百万円の戻し入れを行った結果、当第２四半期連結会計期間末における当該案件に係る受注

損失引当金の残高は4,574百万円となりました。

 

※４　親会社へ譲渡した固定資産

当第２四半期連結会計期間（平成29年９月30日）

当社は、平成29年４月20日に豊川製作所、衣浦製作所、鳴海製作所の工場資産を当社の親会社（東海旅客鉄道

㈱）へ譲渡しました。当該取引は、当社の親会社との取引であり、かつ、譲渡した工場資産は譲渡後も親会社との

間で賃貸借契約を締結して当社が従前どおり工場として使用を継続しているため、これら工場資産の土地11,975百

万円およびその他の有形固定資産4,002百万円（いずれも平成29年９月末日の帳簿価額）については売買処理を

行っておらず、有形固定資産に計上しております。なお、当該取引はファイナンス・リース取引には該当しないた

め、工場資産の譲渡価額は長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）に計上しており、平成29年９月末日

の残高は21,069百万円であります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主な費目および内訳

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

給料賞与手当 1,690百万円 1,588百万円

(うち賞与引当金繰入額) (338) (347)

退職給付費用 64 36

環境対策引当金繰入額 24 △3

石綿健康被害補償引当金繰入額 10 5

 

※２　解決金の支払に伴う損失

追加情報に記載のとおり、当社および日車MFGが住友商事グループに対して解決金を支払うことに伴い生じた損

失です。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 8,317百万円 10,209百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △200 △200

短期貸付金（注） 2,459 11,762

現金及び現金同等物 10,576 21,772

（注）　親会社（東海旅客鉄道㈱）グループが運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）によるもので

あります。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本車輌製造株式会社(E02134)

四半期報告書

19/24



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
 

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

エンジニアリ

ング事業

売上高         

外部顧客への売上高 27,779 9,737 10,772 2,290 350 50,930 － 50,930

セグメント間の内部売上高

又は振替高
60 123 1 － 96 282 △282 －

計 27,840 9,861 10,773 2,290 446 51,212 △282 50,930

セグメント利益又は損失（△） △6,657 662 2,000 15 160 △3,818 △584 △4,403

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、レーザ加工機の製造・

販売、鉄道グッズ販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△577百万円、棚卸資産の調整額△12百万円お

よびセグメント間取引消去4百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性がないため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
 

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

エンジニアリ

ング事業

売上高         

外部顧客への売上高 17,897 11,982 12,057 3,138 107 45,183 － 45,183

セグメント間の内部売上高

又は振替高
212 165 3 － 93 475 △475 －

計 18,110 12,148 12,060 3,138 201 45,659 △475 45,183

セグメント利益又は損失（△） 2,707 1,140 2,562 △207 △5 6,196 △627 5,569

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、レーザ加工機の製造・

販売、鉄道グッズ販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△618百万円、棚卸資産の調整額△15百万円お

よびセグメント間取引消去6百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間において、従来「その他」の区分に含まれていた「エンジニアリング事業」につい

ては、量的な重要性が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの区分

に基づき作成したものを記載しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性がないため、記載を省略しております。

EDINET提出書類

日本車輌製造株式会社(E02134)

四半期報告書

20/24



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △28.88円 △107.01円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）
△4,169 △15,446

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（百万円）
△4,169 △15,446

普通株式の期中平均株式数（千株） 144,352 144,346

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在していないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（多額な資金の借入）

当社は、平成29年11月６日開催の取締役会において、当社の親会社である東海旅客鉄道㈱から次のとおり長期資

金の借入を行うことについて決議致しました。なお、借入日等の一部の条件については、借入先と調整中です。

 

(1) 借入先　　　　　　　　　　：東海旅客鉄道㈱

(2) 資金使途　　　　　　　　　：米国向け大型鉄道車両案件に関する解決金の支払い

(3) 借入額　　　　　　　　　　：350億円

(4) 利率　　　　　　　　　　　：固定金利

(5) 担保提供資産又は保証の内容：上場有価証券および本社土地建物

 

親会社との取引に関する事項

　本借入は借入先が当社の親会社である東海旅客鉄道㈱です。当社は親会社に対し、鉄道車両などの製品を販売

しておりますが、販売価格その他の取引条件については市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しており

ます。また、親会社との重要な契約の締結については、取締役会で審議し、親会社以外の株主の利益を阻害して

いないことを確認しております。

　当社は、後記「(1) 公正性を担保するためおよび利益相反を回避するために講じた措置」および「(2) 当該取

引等が非支配株主にとって不利益なものではないことに関する、親会社と利害関係のない者から入手した意見の

概要」に記載の各事項に加えて、本借入の取引条件について一般取引と大きな乖離がないことを確認の上、本借

入を行うことの合理性および本借入の取引条件について十分な検討を行った上で本借入の実行を合理的に決定し

ております。

(1) 公正性を担保するためおよび利益相反を回避するために講じた措置

　　本借入における金利等の取引条件は、市場金利、当社の財務状況および金融機関等との取引条件を考慮して

合理的な条件としております。また、当社の取締役に特別利害関係人に該当する者は存在しないことから、当

社の親会社からの自主性・自立性は十分に確保されているものと認識しております。

　　なお、当社の監査役田中守は東海旅客鉄道㈱の業務執行者ですが、同監査役は本借入の交渉および取締役会

の審議には参加しておりません。

(2) 当該取引等が非支配株主にとって不利益なものではないことに関する、親会社と利害関係のない者から入手

した意見の概要

　　当社は、親会社との間に利害関係を有しない独立役員である当社の社外取締役齋藤勉および新美篤志ならび

に社外監査役水谷清および加藤倫子に諮問いたしました。その結果、当社は、独立役員から、本借入につい

て、交渉過程等の手続において公正性・妥当性を担保するための措置および利益相反を回避するための措置が

とられていることに加えて、当社の企業価値の維持を目的とするものであり、取引内容および条件に不合理・

不公平な条件は見当たらないことから、本借入が当社の非支配株主にとって不利益なものでない旨の意見書を

平成29年11月６日付で入手しております。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成２９年１１月１４日

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社  

取 締 役 会 御 中  

 

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ  

      

 
 
 
 

指定有限責任社員

 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 北方　宏樹

      

 
 
 
 

指定有限責任社員

 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 河嶋　聡史

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造

株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２９年７

月１日から平成２９年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本車輌製造株式会社及び連結子会社の平成２９年９月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　１．追加情報（和解契約の締結）に記載の通り、米国向け大型鉄道車両案件については代替メーカーが当該案件におけ

る車両の製造を行うこととなり、会社及びNIPPON SHARYO MANUFACTURING, LLCは当該案件の直接の受注者との間で和

解契約を締結した。

　２．重要な後発事象（多額な資金の借入）に記載の通り、会社は米国向け大型鉄道車両案件に関する解決金の支払いを

使途として、平成２９年１１月６日開催の取締役会において、長期資金の借入を行うことについて決議した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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